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不動産所得0事業規模0判定

Q:不動産の貸付を行なっていますが、不

動産所得になりますかも事業所得でしょうか。

A.:所得の区分は不動産の貸付に係る所得

は、原則として不動産所得となり、事業所得

にはなりません。

不動産所得については、不動産所得を生ず

べき業務が「事業」として行なわれているか

｢非事業」として行なわれているかで、税法

上その取り扱いが大きく異なります。

例えば、不動産所得の起因となる資産の損

失が生じた場合（古いアパートを建て替えの

ため取り壊した場合の資産損失など）では 、

｢事業」の場合は無条件で必要経費に算入さ

れます。よって、所得金額が赤字になった場

合には他の所得との損益通算や青色申告の場

合の純損失の繰越控除、純損失の繰戻しによ

る還付の適用があります。

しかし、「非事業」の場合、資産損失は不

動産所得の金額を限度として必要経費に算入

することとなっていますので、資産損失が原

因の赤字は切捨てられてしまいます。

その他にも事業と非事業とでは、取り扱い

が異なるものがあります。

｢事業」になる判定基準は次のとおりです。

1．貸間、アパート等については、独立した

室数がおおむね10以上であること。

2．独立家屋の貸付けについては、おおむね

5棟以上であること。

3．土地の貸付については、実質基準の他に

形式基準として貸地5件を1室として判定。

つまり駐車場経営であれば50台が目安。
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